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はじめに
　本日は6月20日に国会を通過しました、公認会計士法の主要なポイントを説明します。公認会
計士を目指す方にとっては将来色々な意味で関係してくることになる法律であります。さらに監査
論を勉強している方にも当然関係してきますので、この際、今回の改正を皆さんに解説して、理解
を得ておきたいと、こう思った次第です。
　最初に、公認会計士法改正の特別講義を解説する背景として、法律改正に関する私の関わり方か
ら話した方が良いのではないかと思います。今回の法改正の前には平成15（2003）年に大改
正が行われました。また、その前の大改正は1967年に行われ、監査法人制度などが規定されま
した。したがって、平成15年の前の大改正は30年前ということで、この間、試験制度に関連す
る若干の規程改正はあったのですが、大きな見直しは久しぶりであったのです。しかも、今回、間
をおかずに再び大改正が行われました。
　その間、私自身は平成15年の改正の前の大蔵省時代からの一連の審議、それから、今回の改正
にあたっての内閣府金融庁の金融審議会の公認会計士制度部会での委員として務めてきたというこ
ともありまして、今回の法改正それから前回の法改正の全てについて関わっている立場でございま
す。今回の改正についても2回国会に行きまして参考人として意見を出させていただいたり、また、
公認会計士や経営者を相手にしたセミナー等で今回の法案の趣旨説明とかそういったことにも関わ
ってきました。この法律に関わった立場から、皆さん方に今回お話をさせていただこうと思います。
　さて、皆さんには法案提出の経緯と主要な改正点をまとめたものを配っています。出来あがった
法律そのものを全部配ろうとも思ったのですが、如何せん分厚いものになりまして、そういったも
のはむしろインターネットを通しても見ることもできますので、ここでは参照に便利なように要点
だけを記載したメモを資料にしております。さらに、朝日新聞が掲載した法律改正をめぐる記事を
1点、資料として添付しております。
1　改正の背景
　そこで、今回の法律の基本的な視点をお話します。公認会計士制度改革に関する基本的な視点は、
国民の健全な資金運用と企業の円滑な資金調達を促進し、プライベート・セクターだけでなくパブ
リック・セクターでの説明責任と受託責任を確保することで自由経済社会のインフラを構築する、
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という目的の下で、ディスクロージャーと監査の制度改革が行われなければならない、というもの
です。
　まず、「公認会計士・監査法人の使命」ということで、公認会計士法の第1条に「公認会計士は、
監査及び会計の専門家として、独立した立場において、財務書類その他の財務に関する情報の信頼
性を確保することにより、会社等の公正な事業活動、投資者及び債権者の保護等を図り、もって国
民経済の健全な発展に寄与することを使命とする。」と規定しています、とくに2行目にあります、
「独立した立場において」ということを入れることによって独立監査という制度の趣旨を更に強調
したものとなっております。
　とは申しましても、先程お話したように、平成15年に公認会計士法の大改正が行われたわけで、
その後、それほど時が経っていない。ましてや公認会計士の試験制度については、昨年第一回目の
新試験が行われたばかりなのにこういう早い時期に再度の改正が行われるのは一体どういうことな
のか。ここを最初にお話ししておいた方が良いのではないかと思います。
　なんといってもカネボウ事件というものがかなり大きな影響要因であるのと同時に、公認会計士
法の再改正を動かした一番大きな原因でないかと思います。まさか公認会計士が粉飾を見逃したと
いうよりは、それに直接関わってしまったということが「何をやっているんだ」という強い批判が
ありまして、それからカネボウ自身が国の資金も入っておりますし、更に言いますと非常に大きな
老舗の繊維産業で社会的な知名度も高い会社が過去かなりの期間にわたって粉飾を続けてきた、し
かもそれを最大手の監査法人が見逃したばかりではなく、むしろそれに深く関わっていたという事
実。これは許しがたいという社会的な糾弾の嵐が吹き荒れたわけです。これは金融庁側にとって公
認会計士行政を司る所轄官庁としては何とかしなければならない、という切羽詰った気運に包まれ
たものと思われます。
　それから2番目は、前回平成15年の改正の折に積み残した議論が幾つかあるのです。そのひと
つの典型は監査法人の有限責任制をどうするかという議論。当時、私自身は監査法人の有限責任制
を唱えた側ですけれども、なかなかこの有限責任制ということに対して理解は得られなくて、むし
ろ新聞等は有限責任制についてはこぞって反対でした。なぜか？それは会計士の責任を限定すると
いう、まあ有限責任制ですから当然限定ということがでてきますので、それがそのまま責任の軽減
といったニュアンスで捉えられたわけです。これが、カネボウ事件以前にも色々な問題起きており
ましたので、そういった問題を抱えている公認会計士業界に対して何故塩を送るのか？そういった
救済の手を差しのべるのか？こういった論調で盛んにジャーナリスト等から私自身も随分批判され
ました。そういった中で今回の有限責任制が再度提案され国会を通過しました。これについては後
ほど話します。
　第3に、平成15年の段階ではまだ緒に付いたばかりの議論でしたが、新しい制度が次から次へ
と出てきたことがあります。それについて公認会計士の活躍の場というか求められる仕事の場が広
がってきた。例えば金融商品取引法で申しますと内部統制監査の問題であるとか、四半期情報開示
に伴う四半期レビューが入ってくる。そういう中で、公認会計士あるいは監査法人の監査業務ある
いは保証業務の範囲が広くなる。それから当然それを維持する為の公認会計士の数の確保とか、そ
ういった問題がでてきます。いずれにしてもこういった新制度がもう一段の改正を促すことになり
ました。この中には例えば会社法の改正等もはいっています。
　それから4番目は、国際化の問題です。特に皆さんご存知の通り、会計基準の世界的な統一化の
問題、これが着々と進んでおりまして、特にEUの国際会計基準の採用、それから日本を除く多く
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のアジア諸国の国際会計基準の採用、残っているのはアメリカと日本位が独自の会計基準あるいは
独自の会計基準の設定機構をもっているというような状況の中で、監査の問題も関連しております。
特に最近はディスクロージャーと監査を一体化して考える考え方が定着しておりまして、単に会計
基準あるいは財務情報の作り方が一緒であれば良いというわけではなくて、それを保証する仕組み、
あるいは担保する仕組み、これも国際的な整合性を保つべきだという理解でもって、例えば国際監
査基準の統一だとかそういう問題がでているわけです。
　さらに、もっと生々しい話なのですが、多くの方がご存知かと思いますが、証券市場が国際的な
再編の中にあるわけです。ニューヨーク証券取引所と欧州の証券取引所の統合だとかの動きがあり、
日本の東京証券取引所も色々な手を探りながら海外の市場との連携を努めようとしています。要は
これは何かといいますと、証券市場の世界的な再編、さらにそれほど遠い将来ではないのですが、
おそらくシステム的には世界が一体の証券市場になってくるのではないかと思います。そういう中
で特に監査を司る職業会計士の資格の相互承認の問題であるとか、あるいは監査そのものを監視す
る、Oversight　Boardなどの監視体制の世界的な統一。　EUは既に今年から統一化された監視体制
ができましたが、これをもっと世界的な機関でもって監視するといった動きです。
　長い前置きとなったのですが、こういう背景の中で今回の改正が論議されたということでありま
す。
2　監査制度
　公認会計士あるいは監査法人の法定監査業務の制度背景について復習を兼ねて見ておいていた
だきたいと思います。証券取引法の法定監査でありますが、有価証券届出書、有価証券報告書、そ
れから現在は半期報告書、それがさらに金融商品取引法と変わって、有価証券届出書あるいは有価
証券報告書の監査制度はそのままなのですけど、更に内部統制監査制度、それから四半期レビュー
等がはいってくる。
　また、会社法に基づく会計監査人の監査制度もありますが、更に、銀行法の施行規則あるいは保
険業法、信用金庫法、その他労働金庫法とか色々な法律が制定されているのです。意外とこういっ
た中身については知られていない領域です。先だって国会の参議院で参考人に呼ばれてこの資料を
持って行った時も、国会議員でさえもこんなところまで公認会計士監査というものは浸透している
のか、ということで、意外と社会には知られていない法律も沢山あるわけです。
　こういった法律の中でも、証券取引法あるいは金融商品取引法、それから会社法の法定監査。こ
ういったものは公認会計士の業務の中核を成すものであります。また、今言ったような色々な法律
にもありますように、公認会計士あるいは監査法人が実施する監査業務が広がりを見せる中でその
質が社会に与える影響、これは今後ともますます大きくなることが確実に言えるわけであります。
　ですから、なおさら監査が適正に遂行されていること、あるいは遂行される為の制度作り、これ
が非常に重要になってくるのです。今回金融審議会で議論した際に、なんといってもカネボウをは
じめとするこういった不適正な監査業務の事例、その主たる原因は一体どこにあるのか、それから
不適正な監査の事例を防ぐ、または少なくするにはどのような対策が必要なのか、こういうことが
随分熱心に討議されました。
　そこで、まず公平な視点から考えておく必要があるのですが、監査の不適正事例の主要な原因と
は一体どこになるのか？今回の法律改正には直接に関係はしておりませんけれども、これは単に担
当している公認会計士あるいは監査法人の職業倫理の問題であるとか管理体制の問題であるとか判
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断力の欠如とか、そういったことだけにあるのではないのだということです。っまり財務諸表の第
一の作成責任者は経営者にあるわけです。
　経営者のアカウンタビリティに対する責任感の欠如、これが大きな問題であります。先般ライブ
ドアの裁判で堀江被告が逮捕される前に、「騙される方が悪いのだよ」といったような発言を記者会
見でしておりました。やはり経営者の責任の欠如の一端を表しているのかな、と今になって思えば
そのように思い起こされるのですが、いずれにしても今回の金融審議会で議論した中で、公認会計
士法の改正の問題の内容を議論するわけであって、経営者の責任そのものを議論はしない。ただ粉
飾等の不適正事例等の第一の責任は経営者にあるのだ。そして経営者の責任を完全に管理できない
企業のコーポレートガバナンスの体制に問題がある、ということが委員の皆さんが前提として議論
に入っていったわけです。
　今回、国会の衆議院と参議院を通過する時に、付帯決議というものが付されました。法案そのも
のは了解するけれども、ただし、これこれについては今後適正な法的措置をとるように、という条
件を付けられたわけです。その条件の中身は会社法の改正の問題。あるいは会社法が直接に改正で
きないのであれば特別法をもってしてでも経営者の責任の問題、それからそれを監視するコーポレ
ートガバナンスの改革の問題、これを早急に手当てするように要望がありました。法務省もこの議
論には加わっておりますけれども、法務省サイドからすると会社法は改正したばかりで、今は会社
法の本体をなかなかいじくりにくい。だから特別法でもって扱うか、あるいは上場会社だけの特別
法として金融庁の方で扱うか、いずれにしても会社法の改正がそう遠くない将来におこなわれるは
ずです。
　それから今回の不適正事例の原因は、会計基準の性格にもかなり関係しそうだということがいわ
れております。たとえば日本の会計基準には経営者の判断が介入しやすい基準になっております。
また、包括性とか色々なところに網の目のように会計基準を張り巡らす必要もあります。そういっ
た意味ではまだまだ目本の会計基準は会計疑惑に対する的確な対応力というものがまだまだ不足し
ているのような気がします。込み入ったデリバティブなどに対しても役に立たないとか、リース会
計基準などにもですねオペレーティングなのか、ファイナンスなのか、その判定基準にはかなりの
判断の余地が入る仕組みになっている。
　ましてや合併会計になると、かなり条件が厳しくなったとはいえ非常に恣意性が入ってくる。純
粋なパーチェス法とかあるいはプーリング法を採用するにしても、そのプーリング法そのものが不
純な形で適用されることがまだまだ見受けられる。要は、会計基準の不備とまではいわないけれど
も、客観性、独立性、包括性が無いというところ、やはりこれまでの一連の会計不祥事の原因にな
ったということが議論されました。
　それから監査基準の問題でもありますけれども、職業的懐疑心というものがなかなか根付いてい
ない。伝統的な日本の監査の仕組みでは、クライアントを疑ってかかるという本来基準でうたって
いる監査人のあるべき姿勢というものが現場で浸透しているわけではない。監査の現場で陣頭指揮
をとっているある程度ベテランの公認会計士の人達の考え方からすると、かなりカルチャーギャッ
プがあるわけです。とくに最近、リスクアプローチというものを非常に強くうたった監査基準の設
定になっていますけれども、実はそういうリスクアプローチに対する肝心の問題はリスクの評価な
のです。こういったものへの習熟度、これもやはり日本の公認会計士はアメリカとかヨーロッパの
先進国の監査人の技量からするとまだまだ不足している。まあ、こういったところからも監査の失
敗が伴ってくる。
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　それから品質管理基準。これは企業会計審議会の方で品質管理基準をつくり、それに対する品質
管理のレビュー体制とかですね、あるいは公認会計士監査審査会のモニタリング制度とかそういう
ものができましたけれども、これはまだできあがったばっかりで、動き始めてから3年目なので品
質管理の仕組みについてももっとしっかりしたものに改めていく必要があります。さらに、公認会
計士協会であるとか行政であるとか、さらには証券取引所、こういったところで問題が指摘された
わけであります。
　要は、ここで言いたいのは何かというと、確かに公認会計士法の改正の背景には不祥事がありま
す。そして不祥事に公認会計士が関わっていった、あるいは力量不足が認められた。でも公認会計
士だけを責めるという趣旨での制度改正では決してなかったということです。色々な制度改革の中
の公認会計士法に関わるものを今回扱っているということで、全ての責任を公認会計士に被ようと、
そういうことを議論したわけでは決してなく、あくまで色々なもののバランスの上で考える必要が
あるということです。
3　論点
　その上で公認会計士、それから監査法人に焦点を合わせると、ここでの論点は、大きく分けると
3つ位の論点に議論が集約されます。ひとつは監査法人の品質管理、ガバナンス、ディスクロージ
ャーの強化。これは監査法人自身に対する品質管理、ガバナンス、ディスクロージャーという強化
であります。2番目は監査法人の独立性と地位の強化。関連して報酬の問題とか議論されました。
それから3番目に監査法人等に対する監督・責任のあり方の見直し。大体こういった3つほどが議
論の中心となりました。
　なかでも法定監査業務の大部分を監査法人が占めているという事実は見逃せない部分ですので、
今回の金融審議会の公認会計士制度部会の審議では監査法人の制度改革が大きな議論となりました。
当然審議の関心も監査法人の問題にかなり集中していったということです。
　ちなみにデータだけ見ていきますと、監査法人の法定監査業務それから証券取引法監査に限って
いいますと1部上場、2部上場、その他上場、ジャスダック、非上場で合計しますと4，730で
す。これは平成18年の3月末のデータです。これを監査法人が4，414。それから監査法人と
法人、あるいは個人との共同監査も若干入っています。とはいえ、大部分は監査法人主体の監査と
いうことになっているので、そうしますと4，730のトータルのうちの4，640。これが監査
法人が絡んだ業務となっています。それから今回会社法になりますけれど商法の法定監査、これは
平成17年3月期の決算に関わる監査の集計ですので名称は商法監査という改正前のデータとなっ
ていますけれども、やはりここでも、商法の法定監査の5，808社のうち、監査法人単独での監
査業務が5，292社、あとは共同監査、こういったものを含めて大体92％。さらに負債総額規
制でも90％近くが監査法人が関与しているという実態があります。こういった背景を踏まえて監
査法人制度に関わる課題がまとめられたわけであります。
　そこで、第一に、監査法人の組織上の問題、有限責任制の問題、社員資格の問題、社員の競業の
問題、ガバナンスあるいはディスクロージャー等こういった問題が論議されました。
　それから2番目は監査業務、品質管理の問題です。業務執行社員の独立性それからローテーショ
ン、監査契約の締結と報酬の決定、あるいはそれに関わるプロセスの問題。それから相手企業のガ
バナンスとの関係、例えば監査役とか取締役とかですね、あるいは審査の体制、教育、訓練、専門
性等があります。
一109一 公認会計士法改正の主なポイント
　それから、第3に、監視体制、監督、罰則規程、こういったものに関連して日本公認会計士協会
の自主規制と法規制の関係。それから品質管理レビューの見直し。それから金融庁および公認会計
士・監査審査会の権限。行政処分の多様化。それから両罰規程、特に監査法人に対する刑事罰を入
れるかどうかといった議論ですね。こういうものも非常に大きな議論として随分時間をかけて議論
したわけです。
4　監査法人制度
（1）有限責任制
　まず、組織上の問題として、監査法人の有限責任制についてどう考えるかということであります。
金融審議会で議論された中で、有限責任制というものは被監査企業および投資家への賠償責任に対
する免罪符になってはならないのだということです。
　つまり、有限責任制をとっているからといって、例えば投資家に対する第三者損害賠償責任のそ
れは限定される。だからラッキーというそういった議論ではないのです。それなりの手当をしたう
えで始めて有限責任制が採用されるのであって、初めからこういった責任を限定するために有限責
任制をとろうという議論では決して無いということです。それで、監査法人の規模が大きくなり、
そして社員相互の業務監視が届かない。これは昭和42年に監査法人の制度を入れた時に、当時監
査法人が今日みられるような大きな監査法人になるとは正直誰も予想していなかったのですね。
　ご存知のように監査法人というものは5人の会計士が集まる。そしてそれぞれは合名会社と同じ
ような形で無限責任制で監査法人を運営するという形になります。要はそういうこじんまりとした
監査法人の仕組みを前提として、この監査法人の制度が出来上がっていったわけです。ところが社
員の数が300名とか400・名の法人がでてくる。中でも代表社員が200名前後位の大きな法人
ができる。そういう中で極端に言うと、社員相互が顔も名前も見たことも無という監査法人が沢山
できたわけです。それで同じ法人とはいえ、見も知らない別の社員が行った不祥事に対して連帯し
て責任を負わされるというのはいくらなんでも不合理だし、その前にもともと時代の流れに沿った
仕組みではないということです。
　要は現在の監査法人の実態に合わせた責任体制を先ずは考えるべきであろう。これは会計士を保
護するとか会計士の責任を軽減するとかいう発想ではなくて、全く組織論的な視点からこの有限責
任制の議論がされてきたわけです。
　ただ、こういう出発点の議論にもかかわらず、日本公認会計士協会は大歓迎であるということで、
その理由のひとつが、中小監査法人の育成に役立つという話だということです。それは違うだろう
と、中小監査法人を保護するとか育てる為に有限責任制を入れるのではなくて、大法人の実態にあ
わないから有限責任制を入れるという議論なのです。ところが公認会計士協会からすると、大手の
法人と中小の法人との格差に非常に大きな制度上の問題があり、もっと中小の法人を整備して大手
の法人と同じような品質管理体制をとり易くしていきたい。
　それから今後法定監査の法制化が進む中で、ある意味では餅は餅屋、あるいは特定の業種に対す
る金融機関なら金融機関、IT関係ならITといった専門性をもった監査業務ができるような監査
法人を作っていくと、そのような中で有限責任制をとってくれれば法人も作りやすいし会計士も安
心して仕事ができるといった理屈なのです。ただそれは違うだろうと、かなり紛糾したところであ
ります。
　それで、結局は一定のガバナンスの充実体制がとれる組織体、そして財務的な基盤が充実した組
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織体、そして併せてディスクロージャーと監査を義務付ける。他にも責任保険などに加入など幾つ
かの条件をっけました。どの程度の監査法人の規模であればこれに合うのかわからないのですけれ
ど、ただ有限責任制がとれる体制になるために、有限責任制という仕組み、受け皿をつくることに
よって、いまの中小の特に小規模な監査法人が、更に合併を促進してもうちょっとしっかりした体
制になっていく、そういうところの受け皿造りとしては役に立ちそうな気がします。
　とはいっても、この議論の出発点は大法人の実態に無限責任制が合わないというところなのです。
それに関連して言いますと、有限責任制にすることによっていわば株式会社化するわけです。株式
会社化して、今の一般の株式会社と同様にコーポレートトガバナンスの体制をしっかりとらせる。
それとディスクロージャーと、特に大手の監査法人には外部監査を入れる。その上で、いわば目鼻
のしっかりした管理体制のもとで品質管理の仕組み等を形作らせる。それから確かに有限責任制で
すので、色々な株主が入ってくる可能性があります。ですから、そういった持分の過半数は必ず公
認会計士であるとか幾つかの条件付けが有限責任制にするための条件として付されています。一人
当たりの最低出資金それから供託金。これもそんなに少ない金額ではありませんし、いくつかの制
度の乱用それから投資家の保護を確保できるような体制を作ったうえで有限責任制を入れるといっ
たことになりました。詳細については今後内閣府令で有限責任制の監査法人の設置の要件が固めら
れていくことになります。
　今思い起こしますと、監査法人に対する外部監査を当然入れるのでしょうね？と質問しましたら、
それは当然でしょう、という話になったのですが、公認会計士協会だけが反対だったのです。それ
はないだろうと。つまり公認会計士協会からすると私たちは監査をする側で、監査をされる側では
ないのだと。それをいったら普通の企業だって同じだろうということになります。今回有限責任制
の法人の制度になりますと、投資家とかクライアントにとってもどの程度の損害賠償の能力がある
のかなど知らなければならないのです。
　中小の監査法人でそういった財政的な基盤が無くて有限責任制をとっているところがあったと
しても、そういったところと監査契約を結んだとしてももし何かの事故があった時に、例えば株主
あるいは会社に対する損害賠償が滞るとか、ましてや第三者に対する損害賠償という話になります
と、へたすると取締役などにとっては株主代表訴訟などの対象になってしまうかもしれない。
　ですから、有限責任制をとるのであれば併せて外部の視点からの監査を受け入れて、ディスクロ
ージャーをしっかりした上で、監査法人の組織改正をしっかりしたものしていくべきだという議論
なのです。会計士協会も最初は反対していたのですが、監査をする張本人が監査に反対してはだめ
だよね、ということになりました。
（2）社員
　それから2番目なのですが、監査法人の社員資格にっいて、今の公認会計士法だと監査法人の社
員はあくまでも公認会計士の資格者です。今度有限責任制をとってそれから現実問題これだけ大き
な監査法人も随分大きい組織体を持っているわけで、ひとつ監査業務の現場をみますと、もう既に
公認会計士の資格者だけでは監査の現場の業務が回らない時代になっています。
　例えばIT関係のテクニシャンとか国際税務とかあるいは法務関係とか、監査の現場での能力を
持った人達、これは公認会計士だけに限ったような考え方では監査の現場は動かない。監査法人が
今後有限責任制で普通の株式会社と同じものになっていきますと、もしかしたら経営のプロみたい
な人がいるかもしれない。現場の業務は公認会計士に任せるけれども、法人の経営そのものはプロ
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の経営者が運営するといった時代になるかもしれない。それから、別の面で言いますと、監査法人
がガバナンス体制を持っていくと、例えば外部からのガバナンスに社会取締役に相当する人達を入
れる必要があるかもしれない。
　それからなんといっても人事考課という面からすると、公認会計士でなければ人にあらずみたい
な組織体制では普通の職員の人達にとってはモチベーションが上がらない。次から次へとある程度
技能を蓄えたらすぐ他所に移ってしまう。それでは組織そのものが上手く作られない。色々な視点
からみますと、社員資格を公認会計士に限るということにした今の法律は改めるべきだという結論
に達したわけです。非公認会計士の社員資格を認めることは、むしろ監査法人の経営の近代化と監
査業務の深化に役立つのだという議論でありました。
　それから社員の競業。これは特に小規模の監査法人では監査法人とは名ばかりで実は税理士事務
所を別個に自分が抱えて、その片手間に監査法人に名前を寄せて、監査法人でないと仕事を請けら
れないから監査法人を作って仕事をするという、こういうところが結構数多いのです。これはやは
りどこかに問題があるということで、税理士事務所そのものは税理士法の世界なので公認会計士法
が関与できませんけれども、ひとつは監査専業という縛りそのものが、かなり抜け道というか、例
えば税理士が本業で監査法人は名前を出しているだけという現実を表に出さずに監査法人が作られ
ているのです。
　先程言った監査法人の組織体制をしっかりするということを前提にして、ある程度社員の競業を
認める。それで定款等で否定することによって社員の競業を認めて、社員のいわば所得をある程度
手当をしてあげる、そのうえで監査業務に専念できるような体制を作ってあげようということが趣
旨です。これは、当然、公認会計士協会からは大歓迎でありますし、おそらく監査法人の近代化に
もこれは役立ってくるであるということです。
　それから監査法人のガバナンスの体制ですが、一律に大中小の監査法人に規模にかかわらず一定
のガバナンスの体制を義務付けることは困難であります。有限責任制を採用する法人の場合には、
意思決定やコンプライアンス等の管理体制とか、，内部統制とか普通の株式会社と同様のガバナンス
体制をまとめる必要があるのではないかということです。やはり、ここで問題になってくるのが中
小、特に小規模の監査法人のガバナンス体制で、今回の法改正で中小の監査法人の法律上の手当が
十分でなかったということです。これは国会でも言われましたし、今後公認会計士協会において、
これまでも問題を抱えているのですが、この問題はもしかしたらもう一回法改正、あるいは公認会
計士協会自身の何かの措置で解決する必要があるということです。正直いって中規模、特に小規模
監査法人については今回の改正で十分にケアできていません。これが正直なところです。品質管理
の問題であるとかローテーションの問題であるとか、色々な問題が出てきます。まさに今後の課題
です。
5　品質管理と独立性
　それから続きまして監査業務および品質管理の諸問題で、業務執行社員の独立性とローテーショ
ンの問題。独立性に関する会計士法の動きは今も勿論あるのですが、これについてはさらに内閣府
令でもっと細かい実態に即した独立性の規程が必要であると改めて確認されたところです。
　公認会計士法の本体そのものについては、独立性について更に細かい規程が設けられたというわ
けではないのですが、要は内閣府令でのさらなる実態に即した独立性の規定が設けられる必要があ
るということでは一致した議論であります。それに関連して、先程言った小規模監査法人の問題と
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も関わってくるのですけれども、報酬依存の問題も議論されました。特に小規模な監査法人であれ
ばあるほど、監査報酬がその事務所の占める総報酬にしているということで、特定の監査業務の報
酬の占める割合というものが高くなっていきます。大きな監査法人であればone　of　themですけれ
ども、小さな法人であると、例えば3～4つ位クライアントを持っていると、1つのクライアント
からの報酬が20～30％という数字になってきますので、独立性の問題に関わってくるのです。
　しかし、小規模監査法人については今回の議論では時間不足でした。ここはつめ切れなかった。
ここは法律マターとして扱えるものと扱えないものがありまして。今後内閣府令で一定のガイドラ
インを設けるということになるのではないかと思います。たとえばパーセンテージで総報酬に占め
る1クライアントの報酬金額のパーセンテージの関係とかですね。細かい規定は内閣府令の問題で
すので、結局公認会計士法の本体の改正までには至らなかったのです。
　それからローテーションの問題、これは審査会の議論は2つに分かれました。1つは監査法人を
ローテーションすべきだという議論と担当者をローテーションすべきだという議論の2つです。特
にジャーナリズム出身の委員とかそういった人達は。どうしても監査法人をローテーションしない
と癒着関係は立ち切れないのではないかという議論をしました。ところが私は大反対しました。現
実的ではないと。
　監査法人のローテーションを採用しますと、例えば監査法人が変わる度に海外の連結財務諸表を
作っているとすると海外の事業者があるわけですよね。子会社とか関連会社。そこでも監査契約を
全部変えなければいけないのです。そうすると、例えばソニーを監査しているところだと、大体連
結対象の企業だけで1，000社を超えるのです。1，000社をこえて一時期の期間ですけども
監査契約の数だけでも90いくつあるのです。そうするとこれをローテーションのたびに全部監査
契約を変えるということはまず不可能に近い。それからメソドロジー、監査の方法論が法人によっ
て違います。ネットワークによって違うのです。あるところはKPMG方式、あるところはPWC
方式、あるところはトーマツ方式とかバラバラになってしまい監査の質の統一を図れない。これは
やはり現実的でない。
　公認会計士協会も監査法人のローテーションには大反対であるという論陣を張りまして、大体議
論としては監査法人のローテーションまでは求めないということになりました。その上で上場会社
については5年のローテーション期間、5年やったらその社員は5年間休むといった形。上場会社
についてだけですけれども、従来の7年を5年に短縮した。これも法律改正の1つのポイントです。
　それからやはりインテンシブのねじれという問題。インテンシブのねじれとは一体何かといいま
すと、監査契約をもとに監査報酬を決定するのですが、その契約当事者が責任を持っている財務諸
表を監査人が監査する。そうすると、もともと監査というのは独立の立場から監査することを求め
られているはずなのに、独立性を堅持しなければならない相手と監査契約を結ばなければならない
というのがもともとおかしいのではないかということです。そういう契約の実態を前提にして、監
査人に独立性を保て、公正な姿勢を保てと言っても無理じゃないかという話しです。
　これについては今の会社法の仕組みからすると仕方が無い。しかし、審議会での委員の大半はや
はり法定監査の場合はここを何とかすべきだということで、その1つの仕組みとして、監査役に契
約当事者能力を与える、そして株主総会に対する提案権を与えるということです。これは法務省側
からすると会社法の改正は今の段階では無理だということで、法務省としては話は分かったけれど
も約束できない、という話しでした。結局これは、今回の公認会計士法の改正には盛り込まれなか
ったのですが、一番最初に言った付帯決議でもってこれを早急に解決するということでおそらく金
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融庁が金融商品取引法絡みの上場会社に対する特例みたいな形でこれに関する規程を設けることに
なるのではないかと思います。
　私の考え方は、これが決定打だというわけではなく、色々な仕組みを重ね合わせることによって
監査の品質を高めるのであって、公認会計士協会はこれだけが決定打だ、みたいな言い方をされる
ので、私はそうではない、これも1つ、one　of　themだ、というわけです。こういう監査の独立性
を保っ幾っかの仕組みを重ね、品質管理の仕組みを強化する。そういう幾つかの施策の中で監査の
質の向上を目指すべきで、そういった意味ではあまりこればかりを言うのは良くない。「ねじれ」な
どという言葉は、普通こういう言葉使いはしませんから、結構ジャーナリズム等でもこれが決定打
だ、みたいな言い方をする人がいるのです。
　それから監査法人内での審査体制、品質管理の基準に従った組織構築も重要です。これは公認会
計士監査審査会で先だって3大法人についての品質管理の整備状況についてクレームがついて、そ
れに対して半年間の猶予でもって3大監査法人については品質管理体制を直していったのです。そ
れがこのほど、やっと結論が出まして、公認会計士監査審査会としては完全に満足ではないけれど
も、ほぼ審査会の方で要求した水準の品質管理体制ができあがったと評価している。
　これをもっと中小の法人まで広げる必要があります。ただ先程言ったように、実は中小、特に小
規模法人に品質管理体制の仕組みを作るのはなかなか難しい。人がそれだけいないわけですから。
結局、会計士協会等が審査体制の肩代わりをするような、あるいは大手法人に中小監査法人の審査
を依頼するとか、色々な手段でこれをサポートしてあげる必要があるのです。
6　自主規制
　それから公認会計士資格の更新制度を議論したのです。ところが公認会計士協会が待ってくれと
いうのです。やっと継続研修（CPE）制度が公認会計士の人達に周知されて、それに自習的だけ
れどもこれにそった単位取得を積極的に行う人が増えてきた中で資格更新制度を今の段階で議論す
るには時期を待ってくれ、ということで議論が生煮えの状態で終わってしまいました。
　それにしても、これは昔から言っていることで、この資格更新制度はそんなに遠くない時期に入
ってくると思います。今のアメリカと同じようなものになります。3年間で120単位。その3年
間で120単位の中に色々なものが入ってきますが、それを前提にライセンスを更新するというこ
とになります。今回教員の更新制度が国会で通りましたから、小中高の教師で資格更新を入れて、
弁護士さんが入れてお医者さんが入れて、後残っているのは会計士位だということで、これはやは
りどうしても避けられない。それから国際的な資格の相互承認とか出てきます。その時にもおそら
く出てくる制度となります。
　それから監視、監督、罰則等ですけれども。ここで大きな議論になったのは、公認会計士協会か
らすると自分達は自主規制できちっとやってきていると、他と比べても我々の自主規制は見劣りし
ないはずだと。だから法律でがんじがらめに規制を強化するというよりはもっと公認会計士協会の
自主規制を尊重して、足りないところを法規制でもって補うような仕組みにしてくれないかという
ことを主張しております。
　これは一定の理解は得られたのですけれども、併せて非常に冷たい言い方ですけれども、会計の
プロフェッションがプロフェッションとして自主規制をするのは当たり前だ、それを威張るな、と
いうことですね。公認会計士資格というものは監査に対する独占業務を保障された資格なのです。
そうするとやはりそれに見合う分だけの業務はきちんとやってもらわなければ困る。
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　今、市場経済化が進んできている。そして市場の信頼性を確保するということは国の大事な政策
の1つなのです。そこでいわば市場がらみといいましょうか、川上で行政指導でもってがんじがら
めに、昔みたいに例えば金融機関に対して都市銀行、第一地方銀行、第二地方銀行、総合銀行とか
役割を決めて、そして出店規制までして、それから扱う金融商品の範囲まで決め手、それから預金
に対する保護策、どこに投資して国債何％、それから地方債何％、その他一般事業債について何％
未満とか、こういうがんじがらめの規制でもって金融行政をやったわけです。まさに行政指導の世
界。
　そういったものが今解放されて自由化されているわけです。それを川上管理ともいいますが、今
は川下管理なのです。つまりルール違反には徹底して罰則を加えるけれども、それまでは自由に任
せる。そういった考え方からすると、やはりそういう社会で監査というのは重要な役割を持ってい
るわけです。市場化された社会で初めて監査というのは大事な役割を担うのです。ですから監査に
対する法規制が強化されるというのは当たり前なのです。
　つまり、今のサーベンスオクスリー（SOX）法とかEUとかそういったところでもディスクロ
ージャーと監査については他の規制緩和の流れの中で逆に強化されているのです。それはなぜかと
いうとマーケットを守るという役割を担っているからです。この議論で公認会計士協会は最初に規
制緩和の流れの中に公認会計士法の強化は逆行するという議論をしたのです。だけれどもそれは違
うと、今の規制緩和の中だからこそこの会計士法の重要性がますます増してきたわけです。だから
議論の筋からすると、公認会計士協会側からは確かに不満だろうけれども、法規制の強化はむしろ
当然の流れなのです。
　それで、個人的な見解も入ってくるのですが、公認会計士協会も上場会社の監査事務所登録制度
とかそういうものを自主規制に入れて、要は自主規制を強化していくことは誰でも大歓迎です。そ
の上で今回の改正のあり方を考えるべきだという、別段自主規制をダメだと言っているわけではな
く自主規制はやってくれ、やるのは当たり前だ、法規制は法規制だというくくり方です。
　それから品質管理レビュー。これは協会が品質管理レビューを自主規制でやっていますのでこれ
を審査会がモニターする。そのうえで実は審査会の検査権限の強化というものがうたわれています。
立ち入り検査権とかそういったものが法定化されまして、今まで以上に審査会の検査に関する権限
範囲が広がっていったわけです。実際は米国の公開会社会計監視機構（PCAOB）等に比べても
かなり規模的には見劣りしますけれども、ヨーロッパ等に比べるとそれほど見劣りするほどでもな
いものになっています。おそらくこのあたりがもっと強化されることになると思われます。
7　罰則、その他
　最後に大事な点ですけれども、行政処分の多様化と両罰規定の問題です。カネボウ事件でご存知
のように、中央青山監査法人が業務停止3ヶH。業務停止3ヶ月という処分をした為に中央青山監
査法人のクライアントは監査人を変えざるを得なかった。それが結局今回のみすず監査法人の解体
に繋がったわけです。そういった意味では行政からすると、中央青山みたいな大きな組織体を一定
の業務停止処分で事実上の解散に追い込んだということは、反省材料になったわけです。戒告と業
務停止の間にワンクッションあれば良かったなということです。
　つまり、業務改善命令、いま損害保険会社とか生命保険会社が金融庁から命令されている業務改
善命令。あの種の改善命令を下して、様子をみてそれでだめだったら業務停止する。やはりこうい
った大きな法人の場合は、むしろ組織の自立的な回復力を活かすための処分の多様化を扱うという
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ことで今回の法律の中にこれが入れられました。
　ただし、もう1つは単なる命令戒告だけは無くて、経済罰を貸す必要があるということで課徴金
制度を入れました。悪質な場合には1．5倍ということです。ただ、この金額にはアメリカ等では
見せしめ的な課徴金制度をとっていますが、日本の場合には完全に経済的な利益報酬があった場合
だけですね。今回は初めての制度ですので、経済的な利益あるいは報酬があった場合ということに
なります。
　そのうえで刑事罰をどうするか。正直言って刑事罰は最初入れられようとして議論が進んでいま
した。ところがみすず監査法人の解散という報道がでて、「ああ、可哀想に」ということになりまし
て、結局これは様子見ということになりました。おそらく刑事罰は今後議論になってくると思いま
す。他の業界には刑事罰が無いわけではないので監査法人だけ入れられないということはないと思
いますけれども、様子をみようということになりました。
おわりに
　ここで課題が幾つかあります。まずは中小監査法人と大監査法人の間の区分け、これがやはり問
題点をまだ先送りのままになっております。これは大法人だったら今回の法改正の大部分がターゲ
ットとなり、かなり進んだのですけれども、特に小規模法人まではカバーできなくて、こちらの方
は今後の課題となるでしょう。
　それから、これはみなさん方に関係するのですが、公認会計士資格者をもっと増加させるように
という国会の付帯決議がなされました。おそらく今日記者会見が行われていると思うのですが、早
速試験制度の改革の問題が議論され始めました。私も今朝方会議に出席してから大学に戻ってきた
のですけれども、どっちにしても今の試験制度については今後検討が加えられるということで、た
だ1つだけ言えることは、絶対的に公認会計士の数が足りないのです。しかし、それで公認会計士
の数だけを増やせば良いという話ではないわけです。つまり質を確保しながら如何にして増やして
いくかということが問題点で、要するに国会との約束でもあります。
　こういう課題の中で今回の法改正が終わったということです。でもこれが到達点ではなくておそ
らく当分引続き議論されるということになります。
　以上です。長い間どうもありがとうございました。
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